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【要旨】 

未経験の社会構造の変化に直面するなか、ほとんどの国民は自分の老後生活に不

安を感じている。その最大の理由は「老後生活費として公的年金だけでは不十分」と

いう経済的な要因である。 

本研究の目的は、国民の多くが老後の生活費に関して不安を感じている現状を定

量的に明らかにすることである。老後の経済的な不安感を定量化するにあたり、意識

調査以外の客観性の高い情報として、高齢者の到達年齢別の資産の推移、資産が生

存中に枯渇する蓋然性、および老後生活の不平等の大きさに注目する。そして、それ

らを示す指標をもとに分析を行う。資産が生存中に枯渇する蓋然性を示す指標として

資産余命および貯蓄ゼロ世帯割合という概念を提示する。また、老後生活の不平等の

大きさを示す指標として所得ではなく資産に係るジニ係数を活用する。 

ｘ歳の資産余命は、ｘ歳貯蓄現在高＋家計収支×年数がゼロとなる年数として定義

する。すなわち、資産余命は生活費が不足するまでの年数を意味している。資産余命

が平均余命より短ければ、資産余命が経過した後は日々の生活費を大幅に切り詰め

ないと生活が破たんすることを意味する。 

定年退職後の資産余命は、現役時代の資産形成の大小と定年退職後の家計の主

な収入である公的年金の金額の大小により異なり、これらは現役時代の就業形態によ

り大きく異なる。したがって、定年退職時の貯蓄現在高および定年退職後の資産余命

を算定するにあたっては、現役時代の就業形態が重要な分析カテゴリーとなる。また、

単身世帯や母子世帯等、世帯構成によっても、貯蓄現在高と公的年金の金額は大き

く異なる。そこで、分析にあたってはこれらのカテゴリーも考慮する。 

併せて、老後生活の不平等・生活格差を測る指標として、ジニ係数を算定する。ジ

ニ係数は所得分配に係るジニ係数（以下、「所得ジニ係数」という）が一般に広く活用

されている。しかし、老後生活の主な所得は年金であることから、所得ジニ係数では老

後生活の格差の実態は十分に把握できない。所得ではなく生活費の資金源となる貯

蓄現在高に係るジニ係数（以下、「資産ジニ係数」という）がより適切である。 

本研究では就業形態別の高齢期の資産およびジニ係数の推計を行った結果、貯

蓄ゼロ世帯、資産余命、資産ジニ係数に関して次のような知見を得ることができた。 

貯蓄ゼロとなる就業形態別の世帯は 80、90歳時点で全世帯の 2割弱程度となるこ

とが見込まれる。この結果は生命保険文化センター（2016）の調査で「老後生活に非

常に不安を感じる」と回答した人が 2割強であることと接近している。また、就業形態が

非正規社員であれば貯蓄ゼロとなる蓋然性が高いという結果は、日本 FP 協会（2017）

の調査で、契約社員・派遣社員は 84.7％、アルバイト・パートは 80.8％と大多数の非
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正規社員が老後生活に不安を感じていることと整合している。 

一方で、一般に算定されている貯蓄ゼロ世帯割合は年齢の上昇に対してフラットあ

るいは減少傾向であるのに対し、就業形態別・世帯別で算定した本研究の数値は年

齢の上昇とともに増加している。これは公的統計データでは調査時点の各年齢での状

況を示していることに対し、現役時代の就業形態で分類した家計収支をもとにシミュレ

ーションした本研究の試算結果は、今後発生する高齢期の到達年齢別の資産状況を

推定する結果になっているためである。 

貯蓄ゼロになる世帯の就業形態は、主に非正規社員（パート・アルバイト、派遣社員）

が該当した。特に母子世帯は正規社員（労務作業者）も貯蓄がゼロとなる。貯蓄ゼロと

なる要因は、現役時代の所得が少なく年金生活に入るまでの資産形成が十分でない

こと、および公的年金が少なく老後の家計支出を賄えず資産の取り崩しが大きいこと

が挙げられる。パート・アルバイトは老後の収入が国民年金のみであるが、比較的手

厚い厚生年金を受給する派遣社員についても貯蓄がゼロとなっている。つまり、現役

時代の所得が低く資産形成が十分に行えないことは、公的年金の大小よりも重要な要

素であることを意味している。このことは、個人経営者や農林漁家などの非勤労者世

帯が厚生年金に比べ少ない国民年金の受給であるにも関わらず貯蓄ゼロにならない

ことからも考察される。 

しかしながら、生命保険文化センター（2016）の調査の老後生活に対する不安内容

で「公的年金だけでは不十分」との回答が 8 割を超え「自助努力による準備が不足す

る」「退職金や企業年金だけでは不十分」を大きく上回っている。すなわち、回答者の

多くは不十分な公的年金が老後生活を脅かす主たる要因であると感じているが、実態

はそれ以外の影響の方が大きいといえる。 

また、同調査において「少し感じる」までを加えると 80%を超える回答者が老後生活

に不安を感じている。本研究の試算では資産余命が平均余命を超える世帯は 80％を

超えていることに鑑みると、この調査結果は実態より悲観的であるといえる。この点は

生活者の不安感を増幅させる要因のひとつと考えられる経済格差について、ジニ係数

の大きさで説明されると考える。 

資産マイナスを含めた資産ジニ係数は、高齢になるほど大きくなり 70歳では不平等

の警戒ラインとされる 0.4 を超え、90 歳では是正を要するラインとされる 0.5 を超えて

いる。また、資産ジニ係数は所得ジニ係数よりも大きいうえに、高齢になるほどその乖

離幅は大きくなっている。これらは資産を持たない者の方が資産の取崩幅が大きいこ

とを意味している。資産ジニ係数の増加率は 60歳から 70歳が一番大きく、つぎに 70

歳から 80 歳が大きい。勤労者以外世帯については引退年齢 75 歳まで事業収入が

継続するため格差の増加率も大きくなっている。 

これらの推計結果に対し、公的データによる資産ジニ係数は年齢の上昇に対しフラ

ットあるいは減少傾向を示している。これは貯蓄ゼロ世帯の割合と同様に、公的統計

データから算定したジニ係数は調査時点の各年齢での状況を示しているためである。

これに対し、本研究の試算は今後発生する高齢期の到達年齢別の資産格差の拡大
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を推定する結果になっている。このような差異の発生は、貯蓄現在高階級別統計を元

データとして算出する手法では将来の状態を推計することが困難であることを示唆し

ている。将来の家計の資産状況や格差の大きさを推計する場合は、まず将来の就業

形態や世帯の属性等の変化を推計し、それらをベースにシミュレーションを行うという

手順を踏む。貯蓄現在高階級の変化は、就業形態や世帯の属性等の変化の結果で

あって、それ自身が推計の基礎にはならないことに留意しなくてはならない。 

本研究の成果は、次に記載する学会での報告と２編の学術論文からなる。 

‐学会報告 

「老後生活費への不安感に関する定量的分析」2019 年 6 月 23 日  

生活経済学会第 35 回研究大会 於東洋大学 

‐論文 

「高齢者世帯の貯蓄ゼロ割合に係るシミュレーション」2020 年 3 月 

 生活経済研究（査読付）  第 51 巻 pp.29-45  

「老後生活費への不安感に関する定量的分析」2020 年 3 月 

 生命保険論集（生命保険文化センター）第 210 号 pp.67-91 
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１．はじめに 

60歳の平均余命は男性 23.51年、女性 28.77年1であるが、同年に発表された将来

人口推計2によると 60歳の平均余命は 2055年には男性 26.43 年、女性 32.05 年へ

と伸長することが見込まれている。このことは、超高齢化社会の到来とそれに伴う定年

退職後の生活年数の延伸を意味している。 

未経験の社会構造の変化に直面するなか、ほとんどの国民は自分の老後生活に不

安を感じている3。その最大の理由は「老後生活費として公的年金だけでは不十分」と

いう経済的な要因である。 

本稿の目的は、現在利用できるデータの制約のもとで、国民の多くが老後の生活費

に関して不安を感じている現状を定量的に明らかにすることである。老後の経済的な

不安感を定量化するにあたり、意識調査以外の客観性の高い情報として、高齢者の

到達年齢別の資産の推移、資産が生存中に枯渇する蓋然性、および老後生活の不

平等の大きさに注目する。そして、それらを示す指標をもとに分析を行う。資産が生存

中に枯渇する蓋然性を示す指標として資産余命および貯蓄ゼロ世帯割合という概念

を提示する。また、老後生活の不平等の大きさを示す指標として所得ではなく資産に

係るジニ係数を活用する。 

なお、本稿においては、資産のうち金融資産（通貨性預貯金、定期性預貯金、生命

保険、有価証券など）のみに注目し、土地・住宅は対象外とする。土地・住宅を対象外

とする理由は、我が国ではこれらを売却して生活費とすることは少なく、かつリバース・

モーゲージも普及率が高くないためである。これ以降、資産は金融資産の意味で用い

るものとする。 

資産が生存中に枯渇する蓋然性を示す指標として、本稿では資産余命という概念

を提示する。ｘ歳の資産余命は、ｘ歳貯蓄現在高＋家計収支×年数がゼロとなる年数と

して定義する。すなわち、資産余命は生活費が不足するまでの年数を意味している。

資産余命が平均余命より短ければ、資産余命が経過した後は日々の生活費を大幅に

切り詰めないと生活が破たんすることを意味する。 

定年退職後の資産余命は、現役時代の資産形成の大小と定年退職後の家計の主

な収入である公的年金の金額の大小により異なり、これらは現役時代の就業形態によ

り大きく異なる。したがって、定年退職時の貯蓄現在高および定年退職後の資産余命

を算定するにあたっては、現役時代の就業形態が重要な分析カテゴリーとなる。また、

単身世帯や母子世帯等、世帯構成によっても、貯蓄現在高と公的年金の金額は大き

く異なる。そこで、分析にあたってはこれらのカテゴリーも考慮する。 

併せて、老後生活の不平等・生活格差を測る指標として、ジニ係数を算定する。ジ

ニ係数は所得分配に係るジニ係数（以下、「所得ジニ係数」という）が一般に広く活用

 
1 第 22回完全生命表（2017） 
2 国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口』（2017） 
3 生命保険文化センター『生活保障に関する調査』（2016） 
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されている。しかし、老後生活の主な所得は年金であることから、所得ジニ係数では老

後生活の格差の実態は十分に把握できない4。所得ではなく生活費の資金源となる貯

蓄現在高に係るジニ係数（以下、「資産ジニ係数」という）がより適切である。 

資産が枯渇する蓋然性、および老後生活の格差を推計するにあたり、現役時代の

就業形態別に高齢期の貯蓄残高のシミュレーションを行い、その結果をもとに次の事

項を明らかにする。まず、定年退職時における資産余命を算定する。そのうえで、生存

中に資産余命が終了し、貯蓄現在高が実質ゼロになる世帯の割合を年齢別に算定す

るとともに、超高齢期を含む年齢別の生活水準の格差を資産ジニ係数をもとに算定す

る。 

さらに、近年の雇用形態および家族形態の構造変化が及ぼす老後生活費への不

安感への影響を分析するために、現役時代の就業形態ごとの家計のシミュレーション

を行い、高齢期の資産を到達年齢別に推計し、それらをもとに資産余命、貯蓄ゼロ世

帯割合および資産に係るジニ係数を年齢階層別に分析する。 

これ以降の構成は次のとおりである。第 2章では入手可能な統計数値と先行研究を

整理し現状を明らかにする。つぎに、第 3 章で就業形態別に高齢期における到達年

齢別の資産、および資産余命、資産ジニ係数のシミュレーション手法を記述したうえで、

第 4 章で推計を実施しその結果を分析する。最後に、分析の結果得られた知見をまと

めたうえで、残された課題を整理する。 

 

２．高齢期の資産の現況と先行研究  

2.1. 老後の不安感に関する統計データと先行研究 

平均余命が延びるなかで、国民の多くが自分の老後生活に不安を感じている。生

命保険文化センター（2016年）の調査によると、回答者の 85.7％が自分の老後生活に

「不安感あり」としている。不安の内容は「公的年金だけでは不十分」が 80.9%の他「自

助努力による準備が不足する」「退職金や企業年金だけでは不十分」が上位を占めて

おり、生存中に資産が足りなくなることへの不安が大きいことを示している（図 1参照）。 

日本 FP 協会（2017）による就業形態別のアンケート調査では、将来のくらしに不安

感を感じている割合は正規社員・職員が 63.3％であるのに対し、契約社員・派遣社員

は 84.7％、アルバイト・パートは 80.8%である。すなわち、非正規社員は正規社員に比

べるとより老後への不安が大きい。 

また、経済格差も老後の不安感を増幅する要因となりうる。佐々木一郎（2010）は、

「経済格差拡大感」と「格差拡大問題視」に焦点を当て、大学生を中心としたアンケー

ト調査により経済格差要因は老後不安を高めていることを示した。  

 
4 厚生労働省『所得再分配調査報告書』（平成 26年）によると所得ジニ係数は高齢化により

拡大するが、公的年金の受給などによる再分配後の所得ジニ係数は年齢群団で比較的均一

な数値を示している。 
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図 1 老後生活に対する不安の内容（複数回答 N=3,476） 

 
（出典：生命保険文化センター「生活保障に関する調査」2016年） 

 

2.2. 雇用形態と家族形態の構造変化 

 我が国では 90年代後半から非正規雇用が増加しており、2018年に男性 22％、

女性 56％と高い水準になっている（「早わかり グラフでみる長期労働統計」労

働政策研究・研修機構より）。また、家族形態も変化しており、母子世帯や単身

世帯の割合が増加傾向にある。2015 年から 20 年前の 1995 年にはひとり親と子

の世帯 7.1％、単身世帯 25.6％であったが、2015年にはひとり親と子の世帯 8.9%、

単身世帯 34.5％となり、さらに 20年後の 2035年にはひとり親と子の世帯 9.7％、

単身世帯 38.7％になると国立社会保障・人口問題研究所は推計している。 

 

2.3. 家計および資産（貯蓄現在高）に関する統計データと先行研究 

家計のミクロデータに関し、利用可能な公的統計データとしては総務省の『全国消

費実態調査』や『家計調査』、厚生労働省の『国民生活基礎調査』がある。これらの相

違については、中澤・菊田・米田（2018）や大野他（2013）で整理されている。『全国消

費実態調査』は 5 年毎の調査であるため、適時性には欠けるものの調査対象は他の

調査に比べ多い。ただし、調査種類のうち家計収支に関する「家計簿」について、二

人以上世帯は調査年 9～11月の 3 ヶ月分、単身世帯は調査年 10～11月の 2 ヶ月分

となっている。9～11 月の 3 ヶ月の調査期間では 10 月に支給される 2 ヶ月分の公的

年金給付のみ記録されるため、高齢者世帯の資産の取り崩しが過大評価されている

可能性がある。そこで中澤・菊田・米田（2018）は、2009 年の全国消費実態調査の個

票データを用いて、高齢者世帯の非就業の場合は資産取崩額が月 1.44 万円と公表

数値の月 9.75万円より小さいことを分析した。 

 本稿の目的を達成するために、資産に関するシミュレーションを行うが、シミュレーシ

ョンを実施するにあたっては、消費者の貯蓄行動についての仮説を定める必要がある。 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

わからない

その他

住居が確保できない

利息・配当収入が期待通りにならない

子どもからの援助が期待できない

貯蓄等の準備資金が目減りする

配偶者に先立たれ経済的に苦しくなる

仕事が確保できない

退職金や企業年金だけでは不十分

自助努力による準備が不足する

日常生活に支障が出る

公的年金だけでは不十分

(%)
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貯蓄行動に関する理論としてはライフサイクル仮説と王朝モデルが挙げられる。ライ

フサイクル仮説は、家計は現役時代に資産を積み立て、定年退職後に取り崩す行動

をとることを前提とする。一方で王朝モデルは、親は子供に遺産を遺す行動をとること

を前提とする。ホリオカ（2008）は、『世帯内分配・世代間移転に関する研究』の調査デ

ータを用いて、我が国では王朝的な人は少ないと結果を得ている。 

ライフサイクル仮説を前提とした高齢者世帯の家計および資産の推計に関する先

行研究は、橘木・下野（1994）、中澤・菊田・米田（2018）がある。橘木・下野（1994）は、

ライフサイクル仮説を用い、所得階級別に遺産額を推計している。 

中澤・菊田・米田（2018）は、ライフサイクル仮説を前提として、非就業の高齢者世帯の

毎月の資産取崩額を推計している。しかし、これらの先行研究では、経年の資産推移

はわからない。つまり、我が国の高齢者世帯の実態を把握するための情報が不足して

いる。そこで本稿では経年の資産推移をシミュレーションすることで高齢期の生活の継

続可能性について分析する。 

 

2.4. 貯蓄ゼロ世帯に関する統計データと先行研究 

貯蓄はフローとストックの両方の意味を持ち得るが、本稿ではストック（貯蓄現在高）

の意味で使用し、貯蓄ゼロとは保有資産がゼロであることを意味する。2.3 で挙げた

『全国消費実態調査』『家計調査』『国民生活基礎調査』のうち『家計調査』は貯蓄ゼロ

世帯のみを取り出すことはできない。しかし『家計調査』では「貯蓄 100万円未満」の階

級に貯蓄ゼロ世帯を含んでおり、『全国消費実態調査』『国民生活基礎調査』の貯蓄

ゼロ世帯と比較することは可能である。貯蓄ゼロ世帯を把握するその他の統計データ

として『家計の金融行動に関する世論調査』5がある。4 種類の統計データの貯蓄ゼロ

世帯の割合は表 1 に記したとおりである。これらの貯蓄ゼロ世帯の割合は、60 歳代 2

人以上世帯で 7.2％～29.4％とかなりの差が生じている。また、貯蓄ゼロ世帯は、回答

拒否でゼロなのか、本当にゼロなのか、判別が困難な面がある点に留意が必要である。 

貯蓄ゼロ世帯の先行研究としては、鈴木（2009）、「みずほリポート」（2012）がある。

鈴木（2009）は、貯蓄ゼロに陥る原因として、失業や低所得、低年齢、職業の影響があ

ることを分析した。「みずほリポート」（2012）は、『国民生活基礎調査』は『家計調査』に

比べ、生活に困窮した世帯がより多く含まれている可能性や、調査の質問の相違に起

因する可能性について言及している。また、労務作業者世帯の賃金低下が貯蓄ゼロ

に陥る世帯を増加させていると分析している。 

しかしこれらの先行研究は過去のある時点を分析したものであり、就業形態や世帯

の変化を反映して高齢期の生活の継続可能性および貯蓄がゼロになる蓋然性や時

期について分析したものではない。 

 

 
5 『家計の金融行動に関する世論調査』では、金融資産は運用の為または将来に備えて蓄え

ているものとなっており、自営業者が事業のために保有している金融資産は除かれている。 
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表 1 貯蓄ゼロ世帯の割合 

 国民生活基礎

調査 

国民生活基礎

調査 
家計調査 

全国消費実態

調査 

家計の金融 

行動に関する

世論調査 
 2016年 2016年 2017年 2014年 2017年 

 全世帯 二人以上世帯 二人以上世帯 
二人以上 

無職世帯 
二人以上世帯 

 貯蓄ゼロ世帯 貯蓄ゼロ世帯 
貯蓄 100 万円

未満 
貯蓄ゼロ世帯 金融資産なし 

29 歳以下 15.3% 13.9% 32.8%   35.6% 

30～39 歳 14.5% 14.1% 18.0%   33.7% 

40～49 17.3% 16.1% 12.9%   33.7% 

50～59 14.8% 12.5% 9.7%   31.8% 

60～69(*) 14.1% 11.7% 7.2% 9.9% 29.4% 

70～79(**) 15.0% 12.2% 6.3%   28.3% 

80 歳以上 13.9% 11.5%       

(*)『全国消費実態調査』では 65歳以上。 

(**)『家計調査』『家計の金融行動に関する世論調査』 では 70歳以上。 

 

2.5．ジニ係数に関する統計データと先行研究 

格差を測る指標としてジニ係数が一般的に用いられる。『所得再分配調査』（2014

年）によると 65 歳以上の世帯主のジニ係数は、再分配前は 0.5823～0.7817 と大きい

が、再分配後は年金等の効果により 0.3666～0.3987 と小さくなる。ジニ係数は所得に

関する所得ジニ係数を算定することが一般的である。しかし、老後生活の主な収入は

所得格差是正のために再分配された年金であることから、所得ジニ係数では老後生

活の格差の実態は把握できない。ライフサイクル仮説を前提とすれば、所得ではなく

生活費の資金源となる資産に関する資産ジニ係数がより適切である。 

資産ジニ係数は、『国民生活基礎調査』『家計調査』『全国消費実態調査』のそれぞ

れで算定できる（表 2参照）。『国民生活基礎調査』（2016年）では 60～69歳 0.5057、

70～79 歳 0.5348、80 歳以上 0.5330、『家計調査』（2017 年）は 60～69 歳 0.5051、70

歳以上 0.5058、『全国消費実態調査』（2014 年）は 65 歳以上 0.5033 である。いずれ

の統計データにおいても、年齢によって数値にばらつきがある。 

資産格差の先行研究としては、太田（2003）がある。『全国消費実態調査』を用いて、

資産格差は所得格差より大きいこと、遺産相続が資産格差に影響があることを分析し

た。また、加齢により資産ジニ係数は減少傾向であることも述べている。しかし、先行研

究は過去のある時点を分析したものであり、就業形態や世帯の変化を反映した高齢

期の資産格差は示されておらず、老後生活の格差の実態は把握できない。本稿では

就業形態や世帯の変化を捕捉した超高齢期を含む生活水準の格差を明らかにする

ため、現役時代の就業形態をもとにした資産ジニ係数を到達年齢別に推計する。 
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表 2 資産ジニ係数 

 『国民生活基礎 

調査』 

『国民生活基礎 

調査』 
『家計調査』 

『全国消費実態 

調査』 
 2016年 2016年 2017年 2014年 
 貯蓄現在高階級別 貯蓄現在高階級別 貯蓄現在高階級別 貯蓄現在高階級別 
 二人以上世帯 二人以上世帯 二人以上世帯 二人以上無職世帯 

 貯蓄ゼロ世帯を 

除外 

貯蓄ゼロ世帯を 

含む 

貯蓄ゼロ世帯を 

含む 

貯蓄ゼロ世帯を 

除外 

29 歳以下 0.5350 0.6062 0.6440  

30～39 歳 0.5024 0.5786 0.5562   

40～49 0.5256 0.6087 0.5618   

50～59 0.5431 0.6067 0.5598   

60～69(*) 0.5057 0.5707 0.5051 0.5033 

70～79(**) 0.5348 0.5990 0.5058   

80 歳以上 0.5330 0.5935     

(*)『全国消費実態調査』では 65歳以上。 

(**)『家計調査』では 70歳以上。 

 

３．年齢別資産、資産余命、資産ジニ係数のシミュレーション手法 

3.1. 使用するデータと就業形態の分類 

本稿では、調査対象が多くデータの信頼性が高い『全国消費実態調査』を用いるこ

ととし、『全国消費実態調査』では把握できない非勤労者世帯の収入を推計する際に

『家計調査』を用いる。また、ホリオカ（2008）の研究をもとにライフサイクル仮説を採用

し、家計は現役時代に資産を積み立て、定年退職後に取り崩す行動をとるものとする。

定年退職後の資産の推移は、家計の主な収入である公的年金の金額の大小により異

なり、公的年金の金額は現役時代の就業形態により異なる。したがって、定年退職時

の資産および定年退職後の資産の推移を算定するにあたっては、現役時代の就業形

態が重要な分析カテゴリーとなる。本稿で活用する就業形態の分類は『全国消費実態

調査』にもとづき、表 3の区分とする。 
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表 3 『全国消費実態調査』における就業形態 

世帯形態     職種 就業形態 

二人以上

世帯 
勤労者世帯 片働き世帯 

労務作業者/

職員 

正規の職員・従業員/パート・アルバイト

/労働者派遣・事務所の派遣社員/その他 

    共働き世帯 
労務作業者/

職員 

正規の職員・従業員/パート・アルバイト

/労働者派遣・事務所の派遣社員/その他 

    母子世帯 
労務作業者/

職員 

正規の職員・従業員/パート・アルバイト

/労働者派遣・事務所の派遣社員/その他 

  
勤労者以外

世帯 

個人営業世帯・

その他の世帯 

商人･職人 /

個人経営者/

農林漁家/ 

法人経営者/

自由業者/ 

その他職業 

  

    母子世帯無職     

単身世帯 勤労者世帯 男   
正規の職員・従業員/パート・アルバイト

/労働者派遣・事務所の派遣社員/その他 

    女   
正規の職員・従業員/パート・アルバイト

/労働者派遣・事務所の派遣社員/その他 

 

3.2. 年齢別の資産の推移 

 表 3 の就業形態のそれぞれについて年齢ごとの資産を推計する。まずは 3.2.1 で

60 歳時点の資産の推計方法を示し、その後、3.2.2 で負債の取り扱いを整理し、3.2.3

で定年退職給金を推計、3.2.4 で 60 歳以降 65 歳まで（勤労者以外の世帯は引退年

齢まで）の家計および資産を推計、3.2.5 で 65 歳以降の公的年金額および資産を推

計する。各推計に使用するデータと手法の概要について図 2に示す。 

 

図 2 年齢ごとの資産の推計方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『全国消費実態調査 

(公的年金給付額階級別）』 
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60歳貯蓄現在高＝貯蓄現在高＋月間収支×12×（60－年齢） 

60歳～65歳までの貯蓄現在高＝60歳時点の貯蓄現在高－実支出 

65歳以降の貯蓄現在高＝65歳時点の貯蓄現在高＋公的年金－実支出 
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3.2.1. 60歳時点の資産の推計方法 

『全国消費実態調査』の就業形態別の平均年齢における貯蓄現在高に、同調査の

毎月の家計を積み上げて 60歳時点の資産を推計する。 

表 3 のうち、二人以上の世帯のうち勤労者以外の世帯については、資産計算に必

要な「実収入」「実支出」が欠損値となっているため、これらを推計する必要がある。実

収入は、実収入＝年間収入÷12＋繰越金で計算されるため、年間収入および繰越金

を推計すれば良い。実支出は、実支出＝消費支出＋非消費支出で計算され、消費

支出については『全国消費実態調査』からデータが得られるので非消費支出を推計

すれば良い。 

年間収入は消費項目を説明変数として重回帰分析を行うことにより推計した。本稿

ではステップワイズ法により変数選択を行った。データは『全国消費実態調査』より調

査年数が多い『家計調査』の 2005 年から 2017 年までの 13 年分を用いた。重回帰分

析で得られたモデルは付録 1 に示す。繰越金および非消費支出はそれぞれ年間収

入を説明変数とした単回帰分析を行うことにより推計した。単回帰分析で得られたモ

デルは付録 2 に示す。なお推計にあたっては、簡便的に金利は 0%、物価上昇率は

0%、賃金上昇率は 0%としている6。 

 

 
6 ライフサイクル仮説によれば家計は年齢ごとに異なり、よって貯蓄も年齢ごとの特徴を反映

すべきであるが、付録 2のシミュレーション開始年齢は 60歳に近い世帯が多いので特に調整

を行わなかった。シミュレーション開始年齢が 30歳代、40歳代の世帯もあるが、60歳までの

（実収入－実支出）は学費や通信費等の負担増により平均で月－6.6千円であり、40歳から

60歳までの影響は 158万円程度と本稿が示す結果の大勢に影響はないと判断した。 

『全国消費 

実態調査 

(公的年金給付額

階級別）』 

『全国消費実態調査 

(就業形態別)』 
『全国消費実態調査 

(就業形態別)』 

貯
蓄
現
在
高 

平均年齢 60歳 

 

負
債 家

計 
年
金 

＋ 

家
計 

貯
蓄
現
在
高 

＜商人･職人、個人経営者、農林漁家、自由業者、その他職業＞ 

 

年
金 

＋ 

家
計 

公的年金開始 65 歳 

(注)年金額は現役時代

の収入をもとに算定。 

 

引退 75歳 

 

補助『家計

調査』 

家
計 

60歳貯蓄現在高＝貯蓄現在高＋月間収支×12×（60－年齢） 

60歳～65歳までの貯蓄現在高＝60歳時点の貯蓄現在高＋実収入－実支出 

65歳～引退の貯蓄現在高＝65歳時点の貯蓄現在高＋公的年金－実収入－実支出 

引退以降の貯蓄現在高＝引退時点の貯蓄現在高＋公的年金－実支出  
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3.2.2. 負債の取り扱い 

負債現在高は『全国消費実態調査』で把握可能である。大半が住宅・土地のための

負債となっている（二人以上勤労者世帯で 93％、単身勤労者世帯で 89％）。本稿の

シミュレーションでは、負債については 60 歳までに全額返済しているものとして取り扱

うこととする。 

 

3.2.3. 定年退職給付金の推計  

 『就業形態の多様化に関する総合実態調査』によると、正社員で 80.6％、パートタイ

ム労働者で 4.3％、派遣労働者で 10.9％が退職金制度の適用対象となっている。した

がって本稿では、正規の職員・従業員については受給対象者とし、それ以外は受給

対象外とした。ただし、法人経営者については、正規の職員・従業員が昇格した結果、

法人経営者となったと考え、受給対象として扱う。 

退職給付金額は最終学歴により水準が異なり、最終学歴と就業形態の相関は高い

と考えられる。したがって、退職給付金額は『就労条件総合調査』による最終学歴別の

退職給付金額を用いて、『就業形態の多様化に関する総合実態調査』の正社員・非

正社員別に示された最終学歴者数を重みとして加重平均により算定する。 

 

3.2.4. 60 歳から 65歳までの家計と資産の推計（非勤労者世帯は引退年齢ま

で） 

 勤労者世帯については、60歳に定年退職し 60歳から 65歳までの収入はゼロとし支

出のみ計上とした。勤労者以外世帯については、引退年齢まで現役の家計が継続す

るものとして算定した。 

 勤労者世帯の 60 歳以降の家計支出は、『全国消費実態調査』の公的年金･恩給受

給額階級別の家計支出を用いて算定した。現役時代の就業形態の属性によるデータ

を活用して推計するべきだが、そのような統計データはない。そこで、現役時代の給与

をもとに算定される厚生年金額の階級別データは現役時代の就業形態を表している

ものと考え代用した。年金額の算定は 3.2.5に示す。 

非勤労者世帯においては、引退年齢までは現役時代と同水準の家計が継続される

ものと見なした。農林漁家は『国勢調査』の 5年毎の従事者数推移を見ると 70～79歳

で不連続に減少するため、引退年齢は 75歳とした。この不連続な減少は、加瀬（2015）

による調査で男性自営漁業就業者の引退年齢が 70歳代後半に集中していることと整

合している。同様に、法人経営者については、帝国データバンクの『全国社長年齢分

析』から引退年齢は 60 歳とし、個人経営者、商人・職人、自由業者、その他職業につ

いては帝国データバンクの『全国「休廃業・解散」動向調査』から引退年齢を 75 歳とし

た。 

 

3.2.5. 65歳以降の公的年金額と資産の推計 

 中澤・菊田・米田（2018）が指摘しているように、『全国消費実態調査』は公的年金が
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過少評価される問題があるため、本稿では公的年金額を直接算定することとした。算

定方法は、現役時代の年収から公的年金額を推計する方法を採用する。非勤労世帯

については、厚生年金ではなく一律に国民年金としている。 

 

 厚生年金（月額）＝（現役時代年収÷12）×（5.769÷1000×加入年数 40）×厚生年金対

象人数+(779,300×加入月数 480÷480)÷12×国民年金対象人数 

 

 『就業形態の多様化に関する総合実態調査』の各種制度等の適用状況から、厚生

年金については正社員で 99.1％、パートタイム労働者で 35.3％、派遣労働者で

76.5％が適用されている。したがって本稿では、正規の職員・従業員および労働者派

遣・事務所の派遣社員については厚生年金受給対象者とし、それ以外は受給対象外

とした。ただし、法人経営者については 3.2.3 と同様な理由から受給対象として扱う。な

お、厚生年金計算式中の「年金対象人数」は 1 とする。これは『全国消費実態調査』の

「実収入」は世帯収入となっており、すでに世帯人数が考慮されているためである。 

 

3.3. 世帯数に関する標本設計 

 シミュレーションで用いた『全国消費実態調査』の就業形態別の世帯数は、国勢調

査の結果を受け標本設計を行っているが、調整対象が単身世帯のみであり、かつ微

調整に留まっており、我が国の実態を把握するのには適していない。したがって、本

稿では単身世帯および母子世帯の割合は『国勢調査』を使用し調整を施す。 

 

3.4. 資産余命 

 ｘ歳の資産余命は、（ｘ歳貯蓄現在高）＋（ｘ歳～ｘ＋ｎ歳家計収支）がゼロとなる最小

の年数ｎと定義する。資産余命と平均余命を比較するが、計算にあたっては資産余命

の上限を 100 歳とし、平均余命については 2015 年完全生命表を用い、男性単身世

帯は男 60 歳の 24 年、他の世帯は女 60 歳の 29 年とする。資産余命が平均余命より

短ければ、生きている間に貯蓄がゼロになることを意味する。 

 

3.5. 資産ジニ係数 

 本稿では高齢期資産の推計において、65 歳以降の所得は年金収入のみを想定し、

さらに非勤労者世帯（法人経営者除く）は 75 歳までは事業所得が加算されるものとし

てシミュレーションを行っているが、この場合の所得ジニ係数は 70 歳 0.3362、80 歳

0.2365 と算定される。これは、2.5で記載した『所得再分配調査』の所得ジニ係数 70～

74歳 0.3883、75歳以上 0.3987 より低い数値となっている。実際は年金以外の所得で

の格差も生じていること、およびシミュレーションは就業形態別のジニ係数であるため

同じ就業形態内で格差が吸収されていることが低い数値の理由として推測される。 

 一方、資産ジニ係数の算定にあたっては, ジニ係数は一般には標本が非負実数の

前提で算定を行うが資産は負値をとり得るという点に留意が必要である。Chen et al.
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（1982）や伊藤他（2012）は負値の標本が含まれる場合でも標本間格差が算定できるよ

うジニ係数を拡張した。本稿においては、これらの論文に倣い負値を含む貯蓄額のジ

ニ係数 G、G*を以下の算式で算定した。 

  

＜Chenの手法＞ 

G = 1 −

1
𝜇𝑥𝑛2 ∑ 𝑥𝑖(1 + 2(𝑛 − 𝑖))𝑛

𝑖=𝑘+1

1 +
2

𝜇𝑥𝑛2 ∑ 𝑖𝑥𝑖
𝑘
𝑖=1

 

 

＜伊藤の手法＞ 

G∗ =
1

2(𝜇𝑥𝑛 − 2𝜌)𝑛
∑ ∑|𝑥𝑖 − 𝑥𝑗|

𝑛

𝑗=1

𝑛

𝑖=1

 

ここに、標本 𝑥1 ≤ 𝑥2 ≤ ⋯ ≤ 𝑥𝑛  （n：標本数）、𝜇𝑥 =
1

𝑛
∑ 𝑥𝑖

𝑛
𝑖=1   、k は∑ 𝑥𝑖 = 0𝑘

𝑖=1   を満たす値で

あり、ρはρ = ∑ 𝑥𝑖
𝑝
𝑖=1 ≤ 0（p 番目までの標本が 0 未満）を満たす値で、ローレンツ曲線の最小値で

ある。 

 

４．試算結果とその分析 

4.1. 就業形態別の世帯数分布  

各就業形態の世帯の構成比は、『全国消費実態調査』については付録 2 の世帯数

分布のとおりである。付録 2 の世帯数分布と 3.3 の世帯数の標本設計を施した結果を

比較すると、標本設計前は、労務作業者（母子世帯）0.4％、職員（母子世帯）0.5％、

単身世帯（男）13.2％、単身世帯（女）9.4％であるのに対し標本設計後は、それぞれ

3.0％、3.3％、16.5％、11.7％となる。 

 

4.2. 就業形態別の資産の推移 

第 3 章の手順により算定した 60 歳時点の資産（退職給付金受領前かつ負債清算

前）は付録 2、60歳以降の家計収支は付録 3 となる。 

付録 2に記載した就業形態別の 60歳時点の資産は、最大で 146百万円、最小で 

－17 百万円と大きな差が生じている。正規社員は平均で約 27 百万円であるが、非正

規社員は約 15 百万円と 12 百万円の差がある。さらに共働き世帯を除いた非正規社

員は 10 百万円未満となる。１世帯当たりの労働人数による資産の差も大きい。片働き

世帯は平均で約 20百万円であるが、共働き世帯は平均で約 29百万円と 9百万円の

差がある。男女による資産の差も無視できない。単身世帯での男性の平均は約 30 百

万円であるのに対し、女性の平均は約 14 百万円と 16 百万円の差がある。また、正規

社員であっても女性（単身世帯）は 16 百万円、母子世帯は 1,000 万円未満と低くなっ

ている。特に派遣社員の母子世帯ではマイナスの資産となっている。 

付録 3 に記した就業形態別の 60 歳以降の資産の推移を図 3 で可視化する。グラ

フは二人以上勤労者世帯、二人以上非勤労者世帯、二人以上共働き世帯、母子世
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帯、単身世帯ごとに記載している。資産の推移のパターンは、次の①～④に分類でき

る。 

 

①60歳時点で貯蓄ゼロ（マイナス）かつ 60歳以降も貯蓄ゼロの世帯（4.3％）7 

「母子世帯のうち非正規社員（パート・アルバイト、労働者派遣・事務所の派遣社

員）」 

現役時代も所得が低く老後生活を迎えるにあたり資産形成が十分に行えない世帯

である。 

②家計支出が年金収入を上回り平均余命までに貯蓄がゼロになる世帯（13.9％） 

「勤労者世帯のうちパート・アルバイト、派遣社員、母子世帯（労務作業者）の正規

社員」 

パート・アルバイトについては国民年金では老後の家計支出が賄えず貯蓄がゼロ

になる結果となっている。労働者派遣・事務所の派遣社員は、厚生年金による収入

があるものの、現役時代の所得が少なく 60 歳時点までの資産形成が十分でないた

めに老後の資産が足りなくなる結果となっている。 

③家計支出が年金収入を上回り資産は減少するものの平均余命までに貯蓄がゼロに

ならない世帯（71.1％） 

「勤労者世帯のうち正規社員、勤労者以外世帯（法人経営者除く）、共働き世帯の

うち労務作業者および職員のパート・アルバイト、母子世帯（職員）の正規社員」 

勤労者世帯については、夫婦いずれかの厚生年金だけでは家計支出は賄えず資

産を取り崩すことになるが、現役時代に形成した資産が潤沢のため貯蓄ゼロとはな

らない。勤労者以外世帯については、引退年齢までは事業収入が家計を支え、か

つ資産形成が順調に行われ、引退後の収入は国民年金のみであるものの貯蓄ゼロ

にならない結果となっている。 

④60時点の資産形成が十分かつ年金収入も多く資産がさらに増加する世帯（10.7％） 

「法人経営者、共働き世帯の職員の正規社員および派遣社員」 

60 歳から 65 歳までは年金収入がなく資産を取り崩すことになるが、現役時代の高

水準の所得により形成された資産は不足することはない。さらに、厚生年金は現役時

代の高水準の所得に比例して算定されるため厚生年金も手厚く、65 歳以降の資産

は少しずつ回復する結果となっている。 

 

 

 

  

 
7 ①～④の世帯には「シミュレーション開始時点ですでに貯蓄ゼロの世帯」が含まれる。 
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図 3 就業形態別高齢期資産シミュレーション結果 
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4.3. シミュレーションの妥当性についての確認 

シミュレーションで得られた就業形態別の貯蓄ゼロ世帯を含む全世帯の資産の平

均値は、60歳で 2,786万円、70歳で 2,363万円、80歳で 2,458万円である。一方で、

『家計調査』（2017 年）では、貯蓄ゼロ世帯を含む二人以上世帯の資産の平均値は、

60～69 歳で 2,382 万円、70 歳以上で 2,385 万円であり、『国民生活基礎調査』（2016

年）では、貯蓄ゼロ世帯を含む全世帯の資産の平均値は、60～69 歳で 1,338 万円、

70～79 歳で 1,275 万円である。『国民生活基礎調査』の平均値は他の 2 つの統計値

より低い数値であるが、このことは、大野他（2013）や美添（2004）でも指摘されている。

大野他（2013）は、低所得世帯の所得水準が『全国消費実態調査』や『家計調査』に

比べ相対的に低いと指摘し、美添（2004）は調査票の設計が原因であると推測してい

る。 

シミュレーション結果と比較すると、60 歳時点では定年退職給付金の収入があり一

時的に資産が増え、シミュレーション結果の方が大きくなるが、70 歳、80 歳の資産は

概ね『家計調査』が示す数値と近く、シミュレーション結果が妥当であることを確認でき

た。また、シミュレーションにおける高齢期の毎月の資産取崩額は月平均で 1.87 万円

であり、中澤（2018）が試算した月平均 1.44 万円に近く、資産取崩額からもシミュレー

ション結果が妥当であることを確認できた。 

 

 

④ 

④ 

② 

② 

② 
② 

② ② 
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4.4. 貯蓄がゼロになる世帯と資産余命 

 4.2で就業形態別に貯蓄ゼロとなる就業形態を特定した。当該就業形態の割合は、

60歳 4.3％、70歳 16.6％、80歳 18.1％、90歳 18.1％と推計される。80歳時点で 20％

弱の世帯が貯蓄ゼロになる結果である。 

次に、貯蓄がゼロになる世帯について、貯蓄がゼロになる時期を明らかにするため

に、就業形態別に 60 歳時点の資産余命を算出し平均余命と比較した（表 4 参照）。

資産余命が平均余命を下回り資産が不足する世帯については、不足年数は 16 年～

29年と長期に及ぶことがわかる。  

 

表 4 資産が不足する年数（就業形態別） 

   資産余命－平均余命 

二人以上の世帯のうち勤労者世帯   

  労務作業者   

    パート・アルバイト -23 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 -27 

    その他 -25 

  職  員   

    労働者派遣・事務所の派遣社員 -26 

母子世帯   

  労務作業者   

    正規の職員・従業員 -16 

    パート・アルバイト -29 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 -29 

    その他 -28 

  職  員   

    パート・アルバイト -29 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 -29 

    その他 -29 

  勤労者以外   

    うち無業者 -29 

単身世帯の勤労者世帯   

  男 勤労者   

    パート・アルバイト -18 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 -21 

    その他 -16 

  女 勤労者   

    パート・アルバイト -25 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 -26 

    その他 -18 

 

なお、定年年齢の引き上げの影響を測るため、仮に 65 歳まで現役時代と同水準の

勤労収入があると仮定して資産余命を算定したところ、試算結果は、「二人以上の世

帯のうち勤労者世帯」「母子世帯（労務作業者）の正規の職員・従業員」「単身世帯の

労働者派遣・事務所の派遣社員」で資産余命は平均余命を超え、貯蓄がゼロになる
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世帯割合は 18.0％から 11.2%まで低下した。また、単身世帯のパート・アルバイトの不

足年数も男で 18年から 7年にまで減少し、女で 25年から 15年にまで減少するという

結果が得られた。一方、母子世帯の非正規社員は現役時代の所得が低く資産形成が

十分に行えない。仮に 65 歳まで現役時代と同水準の勤労収入が得られたとしても不

足年数に変化はない。 

 

4.5. 資産ジニ係数 

 第 2 章で述べたとおり、老後生活への不安は、生活費が不足することへの不安に

加え、経済格差の存在が不安を増幅させていると考えられる。資産格差を測る指標と

して 3.5 で述べた資産ジニ係数を用いる。資産ジニ係数を算定するにあたっては、貯

蓄ゼロを除くか、含めるか、含める際にも資産マイナスを認めるかが論点となる。格差

を適切に把握するためにはすべての世帯を計算対象にするべきであると考え貯蓄ゼ

ロ世帯を除外しないこととした。また、実際は資産がマイナスになることは少ないと思わ

れるが、マイナスの大小は潜在的な経済力の大小を測る上で重要と考え、本稿では資

産のマイナスを認めた資産ジニ係数も算定することとした。 

『全国消費実態調査』を用いた就業形態別の資産ジニ係数のシミュレーションは、

表 5（2015 年）である。資産マイナス時 0 止めのジニ係数、資産マイナスのままのジニ

係数ともに、70歳以上で不平等の警戒ラインとされる 0.4を超えている。 

各手法の結果を比較すると、伊藤の手法は資産マイナス時 0 止めのジニ係数をす

べての年齢で一定程度上回っており合理的な水準である。一方で、Chen の手法では、

60歳のジニ係数 0.3370が資産マイナス時 0止めのジニ係数 0.3408 より小さい結果と

なっており、マイナスのままの方が格差が大きいという感覚と合わない。また、100 歳の

ジニ係数も 0.7145 と大きく算定されている。 

 

4.6. 雇用形態と家族形態の変化を反映した貯蓄ゼロ世帯割合および資産

ジニ係数の推計 

 本節では、2.2 に記載した雇用形態と家族形態の変化に係る将来推計と本章で実施

したシミュレーションをもとに、貯蓄ゼロ世帯割合と資産ジニ係数の将来推計を行う。 

 家族形態の変化については、国立社会保障・人口問題研究所の世帯数の将来推

計によると、25～59 歳の 2015 年の母子世帯 8.3％、単身世帯 32.6％は、20 年後の

2035 年には母子世帯 9.3％、単身世帯 35.2％となっている。雇用形態の変化につい

ては、労働政策研究・研修機構の長期労働統計の実績データ（2009 年～2018 年）を

用いて非正規社員割合を目的変数とした回帰分析で将来推計を行う。その結果、

2015 年の非正規社員割合の男性 21.8％、女性 56.3％は、2035 年には男性 28.0％、

女性 60.2％へと増加すると推計される8。これらの家族形態・雇用形態の変化をもとに、

 
8 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（2018）「2030年までの労働力人口・労働投入量の予

測」において、15～64歳の非正規雇用者比率の見通しで、2018年以降は男女ともに緩やか



 22 

貯蓄ゼロ世帯割合および資産ジニ係数を算定すると、表 5の結果となる。80歳の貯蓄

ゼロ世帯割合は 2015年 18.1％から 2035年 24.3％に増加し、80歳のマイナスの資産

を含めた資産ジニ係数は 2015 年 0.4937 から 2035 年 0.5454 へと増加する。すなわ

ち、家族形態・雇用形態の変化が、生活の窮乏化を進め、老後生活の格差の拡大を

助長させる結果となっている。 

 

表 5 雇用形態と家族形態の変化を反映した貯蓄ゼロ世帯割合および資産ジニ係数

の推計（年度はシミュレーション開始年度を意味する） 
   2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

貯蓄ゼロ世帯割合 到達年齢             
 60 歳 4.3% 4.5% 4.7% 4.8% 5.1% 5.3% 
 70 歳 16.6% 18.0% 19.6% 21.1% 22.6% 23.9% 
 80 歳 18.1% 19.6% 21.3% 22.8% 24.3% 25.8% 
 90 歳 18.1% 19.6% 21.3% 22.8% 24.3% 25.8% 
 100 歳 19.5% 21.1% 22.9% 24.5% 26.2% 27.8% 

資産ジニ係数 到達年齢       

 資産マイナス 60 歳 0.3408 0.3485 0.3568 0.3644 0.3719 0.3786 
 は 0 止め 70 歳 0.4079 0.4193 0.4324 0.4450 0.4575 0.4692 
  80 歳 0.4577 0.4689 0.4819 0.4943 0.5067 0.5182 
  90 歳 0.4842 0.4952 0.5081 0.5205 0.5327 0.5442 
  100 歳 0.5156 0.5265 0.5391 0.5513 0.5633 0.5746 

 資産マイナス 60 歳 0.3370 0.3447     

 はそのまま 70 歳 0.4558 0.4647     

 (Chen 手法) 80 歳 0.5366 0.5425     

  90 歳 0.5062 0.6660     

  100 歳 0.7145 0.7110     
 資産マイナス 60 歳 0.3472 0.3553 0.3638 0.3716 0.3795 0.3865 
 はそのまま 70 歳 0.4314 0.4437 0.4576 0.4710 0.4842 0.4964 
 (伊藤手法) 80 歳 0.4937 0.5060 0.5197 0.5327 0.5454 0.5569 
  90 歳 0.5335 0.5457 0.5592 0.5717 0.5837 0.5945 
  100 歳 0.5753 0.5869 0.5996 0.6112 0.6220 0.6316 

 

５．まとめと今後の検討課題 

本稿では就業形態別の高齢期の資産およびジニ係数の推計を行った結果、貯蓄

ゼロ世帯、資産余命、資産ジニ係数に関して次のような知見を得ることができた。 

貯蓄ゼロとなる就業形態別の世帯は 80、90 歳時点で全世帯の 2 割弱程度となるこ

とが見込まれる。この結果は生命保険文化センター（2016）の調査で「老後生活に非

常に不安を感じる」と回答した人が 2割強であることと接近している。また、就業形態が

非正規社員であれば貯蓄ゼロとなる蓋然性が高いという結果は、日本 FP 協会（2017）

の調査で、契約社員・派遣社員は 84.7％、アルバイト・パートは 80.8％と大多数の非正

規社員が老後生活に不安を感じていることと整合している。 

 
に増加し、2030年には男性 20％水準、女性 57％水準と予測している。本稿の予測も緩やか

に上昇傾向は同じであるものの、2030年に男性 28.0％、女性 60.2％であり、本稿の方が大き

い数値となっている。 
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一方で、一般に算定されている貯蓄ゼロ世帯割合は年齢の上昇に対してフラットあ

るいは減少傾向であるのに対し、就業形態別・世帯別で算定した本稿の数値は年齢

の上昇とともに増加している。これは公的統計データでは調査時点の各年齢での状況

を示していることに対し、現役時代の就業形態で分類した家計収支をもとにシミュレー

ションした本稿の試算結果は、今後発生する高齢期の到達年齢別の資産状況を推定

する結果になっているためである。 

貯蓄ゼロになる世帯の就業形態は、主に非正規社員（パート・アルバイト、派遣社員）

が該当した。特に母子世帯は正規社員（労務作業者）も貯蓄がゼロとなる。貯蓄ゼロと

なる要因は、現役時代の所得が少なく年金生活に入るまでの資産形成が十分でない

こと、および公的年金が少なく老後の家計支出を賄えず資産の取り崩しが大きいこと

が挙げられる。パート・アルバイトは老後の収入が国民年金のみであるが、比較的手

厚い厚生年金を受給する派遣社員についても貯蓄がゼロとなっている。つまり、現役

時代の所得が低く資産形成が十分に行えないことは、公的年金の大小よりも重要な要

素であることを意味している。このことは、個人経営者や農林漁家などの非勤労者世

帯が厚生年金に比べ少ない国民年金の受給であるにも関わらず貯蓄ゼロにならない

ことからも考察される。 

しかしながら、生命保険文化センター（2016）の調査の老後生活に対する不安内容

で「公的年金だけでは不十分」との回答が 8 割を超え「自助努力による準備が不足す

る」「退職金や企業年金だけでは不十分」を大きく上回っている。すなわち、回答者の

多くは不十分な公的年金が老後生活を脅かす主たる要因であると感じているが、実態

はそれ以外の影響の方が大きいといえる。 

また、同調査において「少し感じる」までを加えると 80%を超える回答者が老後生活

に不安を感じている。本稿の試算では資産余命が平均余命を超える世帯は 80％を超

えていることに鑑みると、この調査結果は実態より悲観的であるといえる。この点は生

活者の不安感を増幅させる要因のひとつと考えられる経済格差について、ジニ係数の

大きさで説明されると考える。 

資産マイナスを含めた資産ジニ係数は、高齢になるほど大きくなり 70歳では不平等

の警戒ラインとされる 0.4を超え、90歳では是正を要するラインとされる 0.5を超えてい

る。また、資産ジニ係数は所得ジニ係数よりも大きいうえに、高齢になるほどその乖離

幅は大きくなっている。これらは資産を持たない者の方が資産の取崩幅が大きいことを

意味している。資産ジニ係数の増加率は 60 歳から 70 歳が一番大きく、つぎに 70 歳

から 80歳が大きい。勤労者以外世帯については引退年齢 75歳まで事業収入が継続

するため格差の増加率も大きくなっている。 

これらの推計結果に対し、公的データによる資産ジニ係数は年齢の上昇に対しフラ

ットあるいは減少傾向を示している。これは貯蓄ゼロ世帯の割合と同様に、公的統計

データから算定したジニ係数は調査時点の各年齢での状況を示しているためである。

これに対し、本稿の試算は今後発生する高齢期の到達年齢別の資産格差の拡大を

推定する結果になっている。このような差異の発生は、貯蓄現在高階級別統計を元デ
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ータとして算出する手法では将来の状態を推計することが困難であることを示唆して

いる。将来の家計の資産状況や格差の大きさを推計する場合は、まず将来の就業形

態や世帯の属性等の変化を推計し、それらをベースにシミュレーションを行うという手

順を踏む。貯蓄現在高階級の変化は、就業形態や世帯の属性等の変化の結果であ

って、それ自身が推計の基礎にはならないことに留意しなくてはならない。 

本稿では就業形態別のシミュレーションを試みた。これらの結果は、現在入手可能

な統計データを用い、一定の仮定を置いて推計したものである。統計データに関して

は、貯蓄ゼロ世帯を正確に把握できるデータが収集されていないという問題がある。

一定の仮定に関しては、長期の家計履歴を正確に追跡したものでないこと、相続によ

る資産移転、高齢期の疾病や要介護、および非正規社員から正規社員等への移動

等については高齢期資産にとって重要な要素であるが、本稿では考慮していないこと

が課題である。 

高齢期の家計や資産のシミュレーションの精度向上は効果的な社会福祉政策を策

定するうえでも、個々人が早期に自身の高齢期資産の状況を把握し適切な将来設計

を行ううえでも重要である。一方、一人一人の家計は様々であり、個々人の家計の事

情を勘案してシミュレーションを行わなければ、適切な高齢期の資産は算定できない。

公的統計の結果は分類・集計され各種の統計表として公表されているが、近年のデ

ータサイエンスの発展に鑑みると統計表に加えて貯蓄の有無や長期の家計履歴など

を含めた個票データも必要な加工を施したうえで蓄積・開示されると、多くの研究参加

者による分析およびシミュレーションの可能性を広げ、新たな知見を得ることができると

思料する。 

  

付録１ 二人以上の世帯のうち勤労者以外の世帯の「年間収入」「繰越金」「非消

費支出」に関する推計モデル（重回帰分析） 

 

年間収入＝ 

－101,600,000＋50,530×調査年度－624×穀類－790×乳卵類 

＋834×果物＋1,043×油脂調味料－199×調理食品＋468×飲料 

－392×酒類＋135×外食－82×光熱水道＋305×被服及び履物 

＋61×教育＋48×教養娯楽＋76×諸雑費＋64×こづかい 

[自由度調整済み決定係数＝0.9931] 

 

繰越金＝0.005451×年間収入＋45,240 

[自由度調整済み決定係数＝0.9778]  

 

非消費支出＝0.012640×年間収入－4,331 

[自由度調整済み決定係数＝0.9996]  
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付録２ 60歳時点の資産 

 

 

 

 

  

   ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 
   世帯数分布 年齢 貯蓄現在高 実収入 実支出 月間収支 60 歳貯蓄 

二人以上の世帯のうち勤労者世帯               

  労務作業者 3,686,503 50.9 9,035,563 335,229 285,857 49,372 14,455,235 

    正規の職員・従業員 1,537,573 38.4 5,729,306 347,226 278,826 68,400 23,483,527 

    パート・アルバイト 1,659,689 60.3 11,698,890 315,379 284,256 31,123 11,589,667 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 150,003 57.6 10,102,411 349,784 289,477 60,307 11,812,959 

    その他 339,238 58.5 10,705,447 371,546 323,962 47,584 11,562,155 

  職  員 6,434,846 49.8 14,984,604 491,613 423,311 68,302 23,351,329 

    正規の職員・従業員 5,398,300 47.9 14,149,087 509,282 433,999 75,283 25,094,671 

    パート・アルバイト 543,425 59.6 18,565,320 367,186 344,693 22,493 18,681,708 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 62,872 54.5 12,501,141 391,763 360,133 31,630 14,584,994 

    その他 430,248 60.2 21,194,815 441,681 397,741 43,940 21,066,073 

二人以上の世帯のうち勤労者以外の世帯               

  商人･職人 2,859,418 60.4 15,955,000 467,709 322,224 145,485 15,256,670 

  個人経営者 194,483 56.9 26,881,000 1,053,577 523,459 530,117 46,601,361 

  農林漁家 816,468 64.6 16,339,000 303,810 298,380 5,430 16,039,283 

  法人経営者 1,331,505 59.3 29,939,000 1,226,206 548,822 677,384 35,629,023 

  自由業者 606,674 57.1 19,393,000 805,412 421,632 383,780 32,748,560 

  その他職業 3,578 39.5 15,435,000 1,068,680 537,884 530,797 146,010,965 

   ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 
   世帯数分布 年齢 貯蓄現在高 実収入 実支出 月間収支 60 歳貯蓄 

世帯主・配偶者ともに勤労者世帯               

（妻の就業形態）               

  労務作業者 4,191,057 49.4 8,620,000 478,559 381,541 97,018 20,960,690 

    正規の職員・従業員 576,329 47.1 8,346,000 521,306 406,382 114,924 26,136,235 

    パート・アルバイト 3,456,319 49.7 8,646,000 470,503 377,180 93,323 20,180,723 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 51,853 49.3 6,668,000 488,492 375,394 113,098 21,189,783 

    その他 106,556 52.6 10,231,000 503,840 391,605 112,235 20,197,468 

  職  員 4,952,234 46.4 12,791,000 609,095 474,945 134,150 34,684,280 

    正規の職員・従業員 2,492,241 45.2 13,642,000 668,761 506,057 162,704 42,538,230 

    パート・アルバイト 2,061,264 47.8 12,045,000 543,424 442,543 100,881 26,813,978 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 156,858 44.2 9,143,000 582,058 450,752 131,306 34,038,618 

    その他 241,871 48.7 12,775,000 571,496 446,197 125,299 29,765,544 
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   ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 
   世帯数分布 年齢 貯蓄現在高 実収入 実支出 月間収支 60 歳貯蓄 

母子世帯               

  労務作業者 145,893 40.2 2,079,000 178,734 184,682 -5,948 665,755 

    正規の職員・従業員 35,885 40.1 2,361,000 209,724 206,650 3,074 3,095,071 

    パート・アルバイト 94,928 40.1 1,997,000 166,515 177,500 -10,985 -626,218 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 7,463 42.1 2,519,000 170,346 184,078 -13,732 -430,634 

    その他 7,617 40.3 1,350,000 193,228 171,296 21,932 6,534,725 

  職  員 164,188 40.1 4,068,000 248,090 244,586 3,504 4,904,755 

    正規の職員・従業員 102,054 39.6 4,045,000 283,589 263,512 20,077 8,959,850 

    パート・アルバイト 48,439 40.4 4,742,000 181,095 209,029 -27,934 -1,828,077 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 2,321 43.0 1,627,000 207,225 301,395 -94,170 -17,583,680 

    その他 11,375 43.0 1,790,000 223,231 214,621 8,610 3,546,440 

  勤労者以外               

    うち無業者 41,359 41.5 2,485,000 103,382 194,861 -91,479 -17,823,338 

   ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 
   世帯数分布 年齢 貯蓄現在高 実収入 実支出 月間収支 60 歳貯蓄 

単身世帯の勤労者世帯               

  男 勤労者 4,348,313 42.4 8,113,000 332,851 238,359 94,492 28,069,710 

    正規の職員・従業員 3,658,993 40.3 8,174,000 355,432 249,959 105,473 33,107,817 

    パート・アルバイト 404,957 52.4 7,826,000 184,018 155,367 28,651 10,438,971 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 122,074 48.5 2,278,000 194,247 154,666 39,581 7,740,178 

    その他 162,289 58.1 11,872,000 299,393 246,869 52,524 13,069,547 

  女 勤労者 3,091,481 46.8 8,740,000 250,527 227,084 23,443 12,453,371 

    正規の職員・従業員 1,766,248 41.0 7,902,000 294,099 255,323 38,776 16,742,928 

    パート・アルバイト 1,055,474 55.4 8,863,000 181,078 179,369 1,709 8,957,337 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 58,264 51.2 4,674,000 225,996 187,324 38,672 8,757,763 

    その他 211,495 51.5 16,466,000 239,992 240,321 -329 16,432,442 
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付録３ 60歳以降の家計収支 

 

   ⑦＋ 

退職金－負債 
⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 

   60 歳貯蓄 年金(月額) 年金(年額) 月間収支 月間収支 

二人以上の世帯のうち勤労者世帯           

  労務作業者           

    正規の職員・従業員 28,055,554 210,009 2,520,111 -225,147 -15,138 

    パート・アルバイト 9,830,118 129,883 1,558,600 -151,731 -21,848 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 9,743,305 210,600 2,527,195 -225,147 -14,547 

    その他 9,304,547 129,883 1,558,600 -151,731 -21,848 

  職  員     3,049,821     

    正規の職員・従業員 35,531,023 247,405 2,968,863 -255,273 -7,868 

    パート・アルバイト 16,706,716 129,883 1,558,600 -151,731 -21,848 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 11,397,753 220,287 2,643,439 -225,147 -4,860 

    その他 18,916,168 129,883 1,558,600 -151,731 -21,848 

二人以上の世帯のうち勤労者以外の世帯           

  商人･職人 7,033,670 129,883 1,558,600 145,485 -21,848 

  個人経営者 36,382,361 129,883 1,558,600 530,117 -21,848 

  農林漁家 13,004,283 129,883 1,558,600 5,430 -21,848 

  法人経営者 45,075,850 412,843 4,954,111 -337,691 75,152 

  自由業者 25,596,560 129,883 1,558,600 383,780 -21,848 

  その他職業 133,727,965 129,883 1,558,600 530,797 -21,848 

（注）⑩は 65歳まで（勤労者以外は引退年齢まで。勤労者以外で 65歳以降 75歳までは⑧を加算）、 

⑪は 65歳以降（勤労者以外は引退年齢以降） 

 

 

   ⑦＋ 

退職金－負債 
⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 

   60 歳貯蓄 年金(月額) 年金(年額) 月間収支 月間収支 

世帯主・配偶者ともに勤労者世帯           

（妻の就業形態）           

  労務作業者           

    正規の職員・従業員 41,368,235 250,180 3,002,159 -255,273 -5,093 

    パート・アルバイト 24,643,723 129,883 1,558,600 -151,731 -21,848 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 22,426,783 242,608 2,911,293 -255,273 -12,665 

    その他 24,904,468 129,883 1,558,600 -151,731 -21,848 

  職  員           

    正規の職員・従業員 69,223,324 284,207 3,410,479 -271,843 12,364 

    パート・アルバイト 36,825,805 129,883 1,558,600 -151,731 -21,848 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 42,613,444 264,199 3,170,388 -255,273 8,926 

    その他 41,656,371 129,883 1,558,600 -151,731 -21,848 
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   ⑦＋ 

退職金－負債 
⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 

   60 歳貯蓄 年金(月額) 年金(年額) 月間収支 月間収支 

母子世帯           

  労務作業者           

    正規の職員・従業員 13,308,071 113,338 1,360,051 -151,731 -38,393 

    パート・アルバイト -1,137,218 64,942 779,300 -133,789 -68,847 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 -608,634 104,251 1,251,009 -151,731 -47,480 

    その他 4,213,725 64,942 779,300 -133,789 -68,847 

  職  員           

    正規の職員・従業員 23,750,116 130,383 1,564,592 -151,731 -21,348 

    パート・アルバイト -2,178,077 64,942 779,300 -133,789 -68,847 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 -18,067,680 112,761 1,353,131 -151,731 -38,970 

    その他 1,703,440 64,942 779,300 -133,789 -68,847 

  勤労者以外           

    うち無業者 -18,009,338 64,942 779,300 -133,789 -68,847 

 

 

   ⑦＋ 

退職金－負債 
⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 

   60 歳貯蓄 年金(月額) 年金(年額) 月間収支 月間収支 

単身世帯の勤労者世帯           

  男 勤労者           

    正規の職員・従業員 48,247,644 146,961 1,763,534 -169,744 -22,783 

    パート・アルバイト 9,767,971 64,942 779,300 -133,789 -68,847 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 7,707,178 109,766 1,317,193 -151,731 -41,965 

    その他 11,914,547 64,942 779,300 -133,789 -68,847 

  女 勤労者           

    正規の職員・従業員 32,863,195 132,808 1,593,695 -151,731 -18,923 

    パート・アルバイト 8,535,337 64,942 779,300 -133,789 -68,847 

    労働者派遣・事務所の派遣社員 8,650,763 117,093 1,405,110 -151,731 -34,638 

    その他 14,199,442 64,942 779,300 -133,789 -68,847 
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